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企画提案書等の作成にあたっては、「さいたま市チャレンジスクール運営支援業務企画

提案実施要項」（以下「要項」という。）を踏まえ、以下の事項に従って記述すること。 

 

１ 企画提案書作成における前提 
⑴ 企画提案書の作成にあたっては、「さいたま市チャレンジスクール運営支援業務仕様

書」（以下「仕様書」という。）の内容を十分に踏まえること。 

⑵ 企画提案書は、日本語表記とすること。固有名詞や専門用語等はその限りでない。難

関な用語については、必要に応じて用語集を添付する等すること。 

⑶ 企画提案書は、他の資料に依らず、それ自体で内容が完結していること。 

⑷ 企画提案書の形式は以下のとおりとすること。 

ア 用紙は、A4 縦形式（A3 折込可）、横書き、両面印刷とする。 

イ 本文で使用する文字フォントは、MS 明朝 10.5 ポイント以上とする。ただし、図表

内の文字についてはその限りではない。 

ウ 企画提案書については、目次を含めて、50 ページ以内（A3 折込は 1 枚を 2 ページ

と数える。）とし、ページ番号を付与すること。 

エ 企画提案書の書類を綴じ込み、別紙「さいたま市チャレンジスクール運営支援業務」

優先交渉権者選定基準の「表１ 企画提案書評価基準表」の評価項目ごとにインデッ

クスを付すこと。 

オ 企画提案書の表紙は、要項の「別表１ 各種様式」に定める様式３により作成の上、

正本１部にのみ添付すること。表紙以外の資料には、企業名、企業ロゴ、商標等を記

載しないこと。 

カ 企画提案書に事例を挙げる場合は、個人情報の使用に十分に留意すること。 

 

２ 記載内容 
⑴ 提案者の理解 

本業務の目的、仕様書等、その他付随資料を十分理解した上で、提案者の基本的な考

え方及び理解を、以下の項目に分けて記述すること。 
ア 本業務に対する提案者の理解 

本業務の目的に関する理解について記述し、また、本業務を行うにあたっての提案

者が考える運営方針について記述すること。 
イ 事業の現状や課題 

 チャレンジスクール推進事業（以下「事業」という。）に関する報告書等を必ず確

認し、その上で提案者が理解した事業の現状や課題について記述すること。また、事

業をより一層充実させるため、特に、内容のマンネリ化や、ボランティアの不足・高

齢化といった課題に対して、提案者が有するノウハウや独自の課題解決方法について

も具体的に記述すること。 
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⑵ 業務内容 

仕様書等に示した各要件の実現方法について、以下の項目に従って記述すること。 
ア チャレンジスクール運営に係る支援業務 

実行委員会が事業を円滑に運営できるよう、それを支援する事務局として、提案者

がどのように業務を履行していくのか、具体的に記述すること。 

イ 「学習プログラム」及び「体験プログラム」 

(ｱ) 「学習プログラム」及び「体験プログラム」（以下「プログラム」という。）の提

供にあたって、対象者の発達段階に応じたプログラムの目的、内容及びその効果に

ついて具体的に記述すること。 

(ｲ) 現在までに実施してきたプログラムの実績として、児童生徒などの満足度等につ

いて客観的評価を記述すること。 

ウ 独自プログラム 

本市独自のプログラムの提供にあたっては、本事業が地域住民等の参画により行わ

れている地域に根差した地域学校協働活動の一環である点や、今後の教育活動におい

て児童生徒のＩＣＴの活用が一層促進される点を踏まえ、プログラムの目的、内容及

びその効果について具体的に記述すること。また、独自プログラムが特に優れている

点についても記述すること。 

エ 満足度向上に係る業務 

事業における児童生徒及びその保護者、スタッフ等における満足度等の向上のた

め、アンケート調査等を実施し、現状を把握する方法について具体的に記述すること。   

また、その調査結果により事業をさらに工夫・改善・充実させていくため、その調

査結果をどのように活用していくのか具体的に記述すること。 

オ 広報業務 

(ｱ) 事業の参加希望児童生徒及びその保護者や、事業のスタッフ希望者等に情報伝達

するため、チラシ等の作成など、誰もがわかりやすく事業の情報を取得しやすい環

境づくりをするための具体的な方策を記述すること。 

(ｲ) (ｱ)で提案した内容について、効果的・効率的に周知を図るために、提案者が考え

る方法について具体的な内容を記述すること。 
カ スタッフの人材確保に係る業務 

(ｱ) ボランティアシティさいたまＷＥＢ（以下「ぼらたま」という。）を活用し、ボ

ランティア新規登録者への対応について具体的に記述すること。また、ぼらたま登

録者とチャレンジスクールとのマッチングを行うにあたり、どのように適性を判

断していくのか、提案者が考えている調整・連絡等の方法について具体的に記述す

ること。 

(ｲ) ぼらたまの効果的な運営により、ぼらたま登録者を増やしたり、マッチング率を

向上させたりするための手立てについて、具体的な方法を記述すること。 

(ｳ) チャレンジスクールのスタッフに関する情報収集方法や欠員が生じた場合の支
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援内容について提案者がどのように対応するのか具体的に記述すること。 

(ｴ) 大学生ボランティアの拡充のため提案者がどのように対応するのか具体的に記述

すること。 
キ スタッフの資質向上に係る業務 

現状及び新規のスタッフに対して行う研修等について、課題解決の面から、提案者

が考えるスタッフに必要な能力・技能を記述すること。また、対象者、目的、実施内

容、開催時期、実施回数等についても、具体的に記述すること。 

⑶ 企業概要及び業務実施体制 

提案者が考える本業務の実施体制について、どのように業務を履行していくのか、具

体的に記述すること。 
ア 企業概要、組織体制及び人員配置 

(ｱ) 提案者における会社の概要等がわかる内容について記述すること。記述する内容

については、本社所在地・沿革・業種・従業員数・創業年数・事業内容・資本金等

を記述すること。ただし、企業名は記載しないこと。 

(ｲ) 本業務の実施にあたり、提案者が従業員等をどのように配置し、対応していくの

か、具体的な組織体制・人員配置の事例を記述すること。なお、責任者や担当者な

どがどのような役割を担うかについても記述すること。また、感染症等のリスクを

考慮し、業務の履行に支障が生じないように、どのような対策を講じるか記述する

こと。 

イ 安全管理の体制 

各業務上緊急に必要と認められるとき（事件、事故、停電、断水、災害、感染症等）

において、行うべき具体的な対応方法を記述すること。また、安全管理に関する提案

者の組織体制・人員配置について、具体的に記述すること。 

ウ 個人情報保護 

個人情報に関する法令等、個人情報保護に対する理解を記述し、提案者が行うべき

事務処理を記述すること。また、情報管理の手法や苦情に対する対応について、具体

的な対応方法を記述すること。 

エ 書類等の適切な取り扱い 

本業務で作成する報告書類や、備えるべき関係証拠書類の名称・内容等を説明する

とともに、その書類の保管・保存方法を具体的に記述すること。 

オ 引継ぎ 

事業の継続性を考慮し、提案者が考える作成書類や引継ぎ方法について、具体的に

記述すること。 

⑷ 地域資源の活用 

「地域学校協働活動」における提案者の立場・役割を記述するとともに、事業の実

施にあたり、学校及び地域における教育団体等と連携し、提案者が当該団体と協力関

係を築きながら行うべき業務について、具体的に記述すること。 
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⑸ 実績 

 令和２年度以降における他の市区町村等での同種・同類の業務を実施している場合

は、自治体名・業務概要・満足度等の客観的評価等を記述すること。なお、ここで記述

する実績は、１件以上とし上限は設けない。 
また、令和２年度以降において実施してきた、本業務と同様のプログラムについて、

実績・客観的評価等を記述すること。なお、ここで記述する実績は、１件以上とし上限

は設けない。 
 

３ 見積書 
本業務の見積を提示し、「さいたま市チャレンジスクール運営支援業務企画提案実施要

項」の「別表１ 各種様式」に定める見積書（様式４）を提出すること。なお、限度額は

次の通りとする。 
１４６，６８５，０００円（消費税及び地方消費税額含む。） 
なお、見積書の金額には、消費税及び地方消費税を除いた金額を記載すること。 
また、封筒（提案者名称、業務名を記載し封かん）に入れ、封印のうえ提出すること。

見積書には、項目毎に単価、金額がわかる見積内訳書（任意書式）を提出すること。また、

見積に含まないもの等、特筆すべき見積条件がある場合は、その内容を記載すること。 


